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社外調査委員会では、引き続き発生の原因究明のため、当社の代表取締役、担当役員、従

業員並びに、大阪監査法人担当責任者等に対し、事情聴取が行われると共に、社内調査委員

会の調査結果の内容および結果の検証を行っていただき、当社は平成２１年８月２８日、社

内調査の内容および結果の検証、役職員の関与の有無を含めた原因究明および再発防止策の

策定に向けた提言を内容とした社外調査委員会の調査報告書を受領し、平成２１年９月４日

に当社としての調査結果および当社の対応方針を開示いたしました。 

以上の経緯から平成２１年９月１５日、株式会社大阪証券取引所より今回の決算短信の訂

正は、当社の社内体制の重大な不備に起因するものであり、「上場有価証券の発行者の会社情

報の適正開示等に関する規則第 23 条第 1 項」の規定に基づき、今般の不適切な開示に係わる

経緯および改善措置を掲載した「改善報告書」の徴求の通知を受け、平成２１年１０月２日、

「改善報告書」を提出いたしました。 

 

２．改善措置 

過年度の決算短信などを訂正に至った不適切な会計処理に対する原因および改善策は、以

下の通りであり、改善報告書にも記載いたしております。 

（１）原因 

①目標数字の達成意識 

当該部門内で、営業各人の目標達成のためのプレッシャーがあり、営業各人、また

は所属するチームの売上見込物件の納期ズレ・工事完工遅延・失注等による目標不

足の数字をカバー（特に目標達成意識の強い営業担当者）するため、複数の社員が、

売上の前倒し・売上取消時期のズレ等の不適切な会計処理を行いました。 

②コンプライアンス意識の不足 

当社の当該部門の複数の社員が不適切な会計処理に関与していた事実、また、当該

役員についても、自ら直接関与していないにしても、その職務に応じた監督義務を

果たしていれば、不適切な会計処理の実態を知ることができたにも関わらず、これ

をチェックされていないという事実が存在いたしました。 

これらのことからすれば、本件に関与した当該部門の担当役員および一部社員にコ

ンプライアンス意識が不足していました。 

③管理部門のチェック・監視が十分に機能しなかったこと 

当該部門の売上・売上債権管理の担当である営業管理グループにおけるチェック機

能が十分に機能しておりませんでした。また、監査室による監査、および常勤監査

役による監査も十分に機能しておりませんでした。 
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（２）改善策 

①適切な売上・債権管理の実施 

ファシリティ環境事業本部の組織外に別途、取締役が管掌する売上・債権管理担当

の売上管理部（取締役１名、東・西営業本部地区に各１名 計３名）を新設する。 

１）売上計上処理の管理を所管していた当該営業部門から、組織的に独立した取締

役が管掌する売上管理部を新設し、不適切な会計処理をチェックする体制とす

る。 

２）売上管理部は注文書等による受注実態の確認、完工証明による工事物件の売上

計上、物品受領書による仕入商品売上計上、売上取消伝票の確認、 原価金額ゼ

ロおよび売上金額ゼロの売上計上、諸経費の売上計上、売先変更処理等の妥当

性を販売管理規定に基づきチェックし売上計上基準の厳格化を図る。 

②当該部門の再発防止策 

１）販売管理規定を見直し、以後規定を厳守するために管理監督者および営業担当

者に教育、指導し管理を徹底する。 

ア）売上管理部の新設に伴い販売管理規定を改訂する。 

イ）改訂販売管理規定に基づく教育の実施 

→ファシリティ環境事業本部全員（１２９名）に対し、当該事業本部長が

主管となり、改訂販売管理規定の内容についての教育を行う。（平成２１

年１０月より実施） 

ウ）上記フォローアップ教育の実施 

→上記販売管理規定の遵守状況の確認および改訂箇所についての問題点の

抽出を行うため、当該事業本部長が主管となり、ファシリティ環境事業

本部全員を対象に東京地区、大阪地区、名古屋地区他に対し３ヶ月単位

でフォローアップ教育を行う。 

２）売上取消伝票を売上債権の減額が生じるものに限定し、当該売上取消伝票２０

万円以上について、売上管理部で当初の売上伝票との関連の妥当性を検証し承

認後、営業管理グループで処理させる。（平成２１年１０月より実施） 

３）完工基準売上物件は、全物件を東・西営業本部長が当該物件の完工（実態状況）

を確認した上で、売上管理部は売上３００万円以上の物件ついて販売管理規定

に基づき再度チェックし承認後、営業管理グループで処理させる。（平成２１年

１０月より実施） 

４）１０万円以上の売上伝票における原価金額ゼロ、売上金額ゼロについて、売上

管理部で内容を精査し、妥当性をチェックする。（平成２１年１０月より実施） 
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５）諸経費売上処理は、全件を東・西営業本部長がその内容（事実関係）を確認し

た上で、売上管理部は売上１０万円以上の物件ついて販売管理規定に基づき再

度チェックし承認後、営業管理グループで処理させる。（平成２１年１０月より

実施） 

６）得意先の指示による入金先変更に伴う売先変更は、所定の申請書を全件東・西

営業本部長がその内容（事実関係）を確認した上で、売上管理部は再度確認し、

営業管理部で処理させる。（平成２１年１０月より実施） 

７）売上管理部の管理機能を充実する為に、営業管理業務を札幌・名古屋両営業所

は東京営業管理グループに、九州・広島両営業所は大阪営業管理グループに集

約し、二拠点で上記①～⑥の処理をし、伝票管理等の集約・管理を行う。（平成

２１年１０月より実施） 

 

③内部統制の整備・運用強化とコンプライアンス教育の実施 

１）内部統制の重要性の再認識とコンプライアンスの重要性を十分に理解するため

に、基本的に教育の対象は全社員とし、総務部が主管となり、６ヶ月毎の経営

方針発表会（平成２１年７月より実施）、月１回の社内報などで、フォローアッ

プのための啓蒙活動を実施する。（平成２１年１０月より実施） 

２）ファシリティ環境事業本部全員には、監査室・総務部で社内コンプライアンス

教育を計画的に実施し理解させる。 

ア）法令順守についての教育の実施 

→関連する法令およびその法令を展開した社内規定の内容について教育を

行う。（１２９名）  

イ）上記フォローアップ教育を３ヶ月単位に実施 

          東京地区 ・６１名 

大阪地区 ・６１名 

名古屋地区・ ７名 

３）監査室の内部統制モニタリング体制を見直す。 

不定期に監査を実施し発見された指摘事項については、担当営業並びに当該役

員への報告および改善要求を実施し、不適切な会計処理が再発しないようにす

る。 

ア）内部監査を事前準備通知による監査から不定期・直前通知による監査体制

に変更する。 

イ）内部監査で問題（不適切な会計処理など）を発見した場合、是正処置要求

書を発行し、起因部署に回答を求め、フォローアップ監査を実施し、是正

処置が有効に働いていることを確認する。 

ウ）監査役とより緊密な連携を図る。（１回／月） 
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④監査役による監査の実効化 

監査役の監査にあたっては、監査室と緊密な連携を保ち、また会計監査人からも、

その職務の執行状況等について詳細に報告を受け、独立的な立場で監査の厳格化を

行う。（平成２１年７月より実施済み） 

 

⑤コンプライアンス重視の経営姿勢の明確化 

従来より、全役職員に「社員行動基準」を配布し、社内報の教育シリーズで「コン

プライアンス入門」、「企業倫理規定」を掲載して、法令・コンプライアンスについ

て教育を行ってきたが、改めて経営方針の発表会等で、会社としてコンプライアン

ス重視の経営姿勢を明確にする。 

また、不正な業務処理に関する罰則を新に就業規則に追加し、社内規程違反の行為

がなされた場合の懲戒の厳格化を図る。 

さらにコンプライアンス違反の行為が業務評価に反映されるような評価体制とする。 

１）就業規則の改定 

就業規則第９章を改訂し、不正な業務処理の対象を明確にした。（平成２１年９

月１日より実施済み） 

２）業務評価（職能評定制度）の見直しと評価尺度の改訂 

評価尺度として、懲戒による減点の項目を追加 （平成２１年下期（6 月～11

月）より実施） 

３）外部の文献・講師等を利用し、コンプライアンスに関わる教育を３ヶ月単位で

実施する。（平成２１年９月より実施）  

   

⑥社内通報制度の再構築 

当社では従前より監査室を窓口とした、コンプライアンス違反行為に対する社内通

報制度を設けておりましたが、当該事象の発生を鑑み、法令遵守の監視体制を更に

強化するため、従来の制度に加え、顧問弁護士を窓口として追加するとともに、再

度社内での当該制度の周知徹底を図る。 

１）顧問弁護士との契約締結 

２）内部通報制度規程の改訂 

窓口としての顧問弁護士の追加と通報方法の具体化（平成２１年１０月より実

施） 
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３．実施および運用状況 

（１）適切な売上・債権管理の実施 

適切な売上・債権管理のため、以下の改善策をとりました。 

１）平成２１年９月１日にファシリティ環境事業本部の組織外に別途、取締役が管

掌する売上・債権管理担当の売上管理部（取締役１名、東・西営業本部地区に

各１名（管理職） 計３名）を新設いたしました。 

２）売上取消伝票を売上債権の減額が生じるものに限定し、当該売上取消伝票２０  

万円以上について、売上管理部で当初の売上伝票との関連の妥当性を検証し承

認後、営業管理部門に入力処理を指示しております。（平成２１年１０月より実

施） 

３）完工基準売上物件は、全物件を東・西営業本部長が当該物件の完工（実態状況）

を確認した上で、売上管理部は売上３００万円以上の物件ついて販売管理規定

に基づき再度チェックし承認後、営業管理部門に処理を指示しております。（平

成２１年１０月より実施） 

４）１０万円以上の売上伝票における原価金額ゼロ、売上金額ゼロについて、売上

管理部で内容を精査し、販売管理規定の定める要件の妥当性をチェックし、営

業管理部門に入力処理を指示しております。（平成２１年１０月より実施） 

５）諸経費売上処理は、全件を東・西営業本部長がその内容（事実関係）を確認し

た上で、売上管理部は売上１０万円以上の物件について販売管理規定に基づき

再度チェックし承認後、営業管理部門に入力処理を指示しております。（平成２

１年１０月より実施） 

６）得意先の指示による入金先変更に伴う売先変更は、所定の申請書を全件東・西

営業本部長がその内容（事実関係）を確認した上で、管理本部長の承認を得て

売上管理部に回付、売上管理部は承認を確認した上で、情報システムにて入力

処理を指示する体制としました。（平成２１年１２月より実施） 

７）売上管理部の管理機能を充実する為に、営業管理業務を札幌・名古屋両営業所

は東京営業管理グループに、九州・広島両営業所は大阪営業管理グループに集

約し、二拠点で上記 1）～6）の処理の対応を行い、伝票管理等の集約・管理を

行っております。（平成２１年１０月より実施） 

それらの結果、平成２１年１１月期第３四半期（平成２１年１０月１４日提出）お

よび平成２１年１１月期決算短信（平成２２年１月１４日提出）において監査室お

よび常勤監査役からの指摘等はありません。 

従いまして、平成２１年９月１日から売上管理部のチェックを開始して以降、不適

切な売上処理はないと認識いたしました。今後につきましても、引き続き現体制を

継続し、監視を行ってまいります。 
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（２）当該部門の再発防止策 

①平成２１年１０月に売上管理部が主管となり改訂した販売管理規定を発行いたしま

した。ファシリティ環境事業本部に対し、売上管理部および監査室の部長が講師とな

り、改訂した販売管理規定および関連する社内規定を中心に説明会を以下の日程で実

施いたしました。 

   東京地区  平成２１年１１月７日  計５８名中５０名受講 

    （東京地区には、名古屋地区および札幌地区を含む東日本営業本部） 

   大阪地区  平成２１年１０月２１日 計６１名中５５名受講 

    （大阪地区には、広島地区、山口地区および九州地区を含む西日本営業本部） 

尚、販売管理規定に関し、以下の日程で、フォローアップ説明会を実施いたしました。 

       東京地区  平成２２年１月２７日 計５４名中４９名受講 

       大阪地区  平成２２年１月２５日 計５８名中５０名受講 

       名古屋地区 平成２２年１月２７日 計６名中６名受講 

フォローアップ説明会は、監査室が担当し、不適切な会計処理の再発防止を前提に、

販売管理規定の中で特に注意すべき物件管理の方法を中心に説明し、現状の管理方法

の変更点や間違いやすい点等について集中的に説明を絞り実施いたしました。 

尚、今後につきましては、上記説明会や内部統制監査をふまえ、平成２２年３月３０

日に販売管理規定を改訂し、改訂した販売管理規定をもとに「規定とコンプライアン

ス」というテーマで前回欠席者を含め全員参加型で、４月１５日（名古屋）、１６日

（東京）、１９日（大阪）に監査室が第２回フォローアップ説明会を開催する予定で

す。その後につきましては、３ヶ月毎程度にテーマを設定し実施する予定です。 

 

②平成２１年１０月１日より、販売管理規定に基く業務の遂行の状況。 

売上管理部、営業管理グループでの業務遂行状況を平成２１年１１月２０日から２６

日に監査室等にて業務監査を行い、規定の順守状況を検証し、問題がないことを確認

いたしました。 

１）売上取消伝票（赤伝）の検証 

２０万円未満は東・西営業本部長決裁後、２０万円以上社長決裁後、売上管理

部が妥当性を検証し承認後、営業管理グループで処理しております。 

２）完工基準売上物件（工事完了証明書に基づく売上物件）の売上計上 

売上管理部は、工事完了証明書が該当の工事完了分であることを確認押印し、

営業管理グループへ入力指示をしております。 

工事完了証明書、作業完了証明書には、社印、または、顧客担当者の署名捺印

を必要とし、売上管理部でその証跡を確認しております。 
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３）原価金額ゼロ、売上金額ゼロ 

売上管理部は物件№、工番等を確認し、その原因を調査後、押印し営業管理グ

ループに入力を指示し、営業管理グループで処理しております。 

４）諸経費売上 

１０万円未満は東・西営業本部長決裁、１０円万以上売上管理部決裁後、営業

管理グループで処理しております。 

５）入金先変更の手続き 

３００万円未満は管理本部長決裁、３００万円以上は社長決裁、売上管理部が

妥当性を検証し承認後、情報システム部にて処理しております。 

６）管理機能の拡充 

伝票処理を営業管理グループ東京管理課、大阪管理課に集約し処理しておりま

す。 

 

（３）内部統制の整備・運用強化とコンプライアンス教育の実施 

①全従業員を対象として、平成２１年１０月より部門朝礼および部課内会議においても

法令遵守の重要性を部門長が説明するようにしております。さらに、平成２１年１２

月より社内報にて内部統制における法令遵守を中心としたコンプライアンス教育を、

より具体的にポイントを絞り実施いたしております。今後も、総務部が主管となり、

社内報に掲載中の「コンプライアンスと内部統制」というテーマから、「公益通報者

保護法と社内通報制度」というテーマに視点を替えて、公益通報者保護法の概要と社

内通報制度の内容を説明し、引き続きコンプライアンスの啓蒙を行っていく予定です。 

経営方針の発表時には、コンプライアンス重視の経営を全従業員に周知いたします。 

 

②総務部が主管となり、以下の日程で、全従業員に対する初回コンプライアンス教育と

して、今回の不適切な会計処理が発生した経緯と再発防止策を中心に、監査室部長を

講師とし、「規定の遵守とコンプライアンス」というテーマで実施いたしました。 

       東京地区   平成２１年９月２８日  計６３名中５９名受講 

        （札幌を含む） 

       大阪地区   平成２１年９月１８日  計７３名中６４名受講 

（九州、広島、山口を含む） 

       寝屋川地区  平成２１年９月３０日  計２６名中２０名受講 

       名古屋地区  平成２１年９月２５日  計７名中７名受講 

       津工場    平成２１年９月２５日  計１２６名中１２４名受講 

       合計                  ２７４名中２５８名受講 
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③ファシリティ環境事業本部を中心に東京地区、大阪地区の在籍者を対象に、今回の外

部調査委員会のメンバーである弁護士に協力を求め、コンプライアンス教育を実施し

ました。テーマは、「今回の件を今後の当社の発展に生かすために」という今回の不

適切な会計処理の内容、当社の置かれた状況から原因および防止策について、具体的

に事例をあげて、再度発生するとどういう状況（他社事例）になるか等をふまえて、

討論形式で行っていただきました。 

東京地区   平成２２年２月１５日 計５４名中５０名受講 

       大阪地区   平成２２年１月２８日 計９７名中８６名受講 

         （関係会社６名を含む） 

       その他地区については、録画した DVD を送付し、教育を行いました。 

④内部統制を含め、以下の監査を実施いたしております。当該監査は、通常の監査とし

て売掛金残高を基準として、注文書などの証憑類の確認、売上計上等の処理の適切性

の確認を実施し、実施結果を経営会議への報告事項としております。また、業務監査

に合わせてコンプライアンスとリスク管理を中心に営業担当個人に対する指導を実

施しております。今後も引き続き、監査および指導を実施してまいります。 

       東京地区 平成２１年１２月９日～１１日 

平成２２年１月２５日～２７日 

            平成２２年２月１７日～１８日 

平成２２年３月１５日～１７日 

       大阪地区平成２１年１２月９日～１１日 

平成２２年１月２５日～２７日 

            平成２２年２月１５日 

平成２２年３月１１日～１２日 

監査室は、内部統制を含めた監査の進め方、監査結果の検討および助言を得るため、 

毎月、常勤監査役との打ち合わせを実施しております。 

１）内部統制を含めた再発防止策の打合せ 

平成２１年８月８日、９月２日、７日、１７日、２４日、２６日、 

１２月１８日、１９日 

     平成２２年１月２７日、２月１５日、３月１７日 

２）期末監査対応の打合せ 

     平成２１年１０月２９日、１１月１２日、２０日 

３）販売管理規定の打合せ 

          上記１）２）の開催時に適時打合せを実施 
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（４）監査役による監査の実効化 

①常勤監査役は、監査室に「監査役監査計画書」の基本方針・監査方法を説明し、また、

監査室からは「内部統制監査」の監査内容・スケジュールの報告を受け、必要に応じ

監査室の監査に同行・立会いを行い、立会わない内部監査についてもその状況の報告

を詳細に受け、監査室と緊密な連携を図りつつ、監査を行っております。 

１）監査室監査の同行・立会いの実施 

ア）東京監査：平成２１年１１月２４～２６日、１２月９～１１日 

       平成２２年２月１８日、３月１５～１７日 

イ）大阪監査：監査室監査時に適時立会い 

２）監査室監査結果の報告 

監査の都度、報告書または口頭での報告をうけております。  

問題点があれば、常勤監査役は定例の経営会議または取締役会に報告する事に

しておりますが、現時点での報告事項はありません。 

②平成 21 年 7 月以降において特に常勤監査役は、会計監査人の監査時の同行・立会い

を増やし、その都度会計監査人より監査の方法や監査内容の詳細な説明を求め、より

厳格に独立的な立場で監査を行っております。 

 

（５）コンプライアンス重視の経営姿勢の明確化 

①就業規則の改定 

内部統制体制強化、コンプライアンス経営の明確化のため、就業規則第９章を以下の

ように改訂し、不正な業務処理の対象および懲戒を適用する旨を明確にしました。 

        改訂後：第９章第６３条（減給、出勤停止、解任）に以下を追加 

        （13）不正な処理を行い財務諸表に重大な影響を与えたとき 

こうした社内規定・規則の改定に伴う周知徹底を社内イントラネットで行っておりま

す。メールアドレスを所有しない従業員に対しては、直属上長を通じ、会議、朝礼な

どで周知徹底を行っております。尚、現時点におきましては、懲戒対象者はおりませ

ん。 

②業務評価の見直しと評価尺度の改訂 

平成２１年９月２４日に業務評価制度である「目標設定および評価表」を改訂し、懲

戒による減点項目を追加し、平成２１年度下期より目標設定および業務評価で活用し

ております。尚、現時点におきましては、懲戒による減点の対象者はおりません。 
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（６）社内通報制度の再構築 

平成２１年９月３０日に顧問弁護士を内部通報制度の窓口に追加した旨を社内イン

トラネットに連絡方法を明記し全社員に周知し、就業規則と同様にメールアドレス

を所有しない従業員には、直属上長を通じ、会議、朝礼などで周知徹底を行いまし

た。尚、現時点におきましては、顧問弁護士および監査室への内部通報はありませ

ん。 

 

当社といたしましては、平成２１年１０月２日に提出以降、６ヶ月間の取り組みを通じて

改善報告書に記載しました改善策については予定通り実行されており、その結果適正な売上

処理等の会計処理が行なわれていると認識しております。 

今後、株主、投資家をはじめとした社会の皆様からの信頼を回復するために、改善報告書

に記載した改善策を引き続き、着実に実行すると共に、内部統制の強化、企業風土の改善に

邁進する所存でございます。 

 

以上 
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